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公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり企画提案書の提出を招請します。
平成 28 年 11 月 21 日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 塚原 浩一

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
１ 業務概要
１）品目分類番号 42
２）業務名 Ｈ28名古屋第３国税総合 設計業
務（電子入札対象案件）
３）業務内容 本業務は、名古屋市東区主税町
に計画する名古屋第３国税総合庁舎の建築、
建築設備の基本設計、実施設計及び積算業務
並びに名古屋東税務署の取り壊しの設計及び
積算業務を行うものである。
４）履行期間 契約締結日の翌日から平成30年
３月26日まで
５）入札方式等 本手続きは、参加表明書及び
企画提案書を同時に提出するものである。
本業務は資料提出、見積書提出を電子入札
システムで行う対象業務である。
電子入札システムで使用できるＩＣカード
は、代表者又は入札・見積権限及び契約締結
権限について年間委任状により委任を受けた
者のＩＣカードのみである。
なお、電子入札システムによりがたい者は、
発注者の承諾を得た場合に限り、紙入札方式
に代えることができる。
６）本業務は、「国及び独立行政法人等における
温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約
の推進に関する基本方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテー
マとした企画提案を求め、技術的に最適な者
を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適
用業務である。

２ 企画提案書の提出者として選定されるために
必要な要件 企画提案書の提出者は、以下に示
す要件を満たす全ての者を選定する。
なお、企画提案書の提出者として選定した者
には、選定通知書を電子入札システムにより通
知する。ただし、紙入札方式による参加者につ
いては書面により通知する。
選定通知の日は別表の日を予定する。

１）基本的要件
参加表明書を提出する者（以下、「参加表明
者」という。）は、次のに掲げる資格を満た
している単体企業又はに掲げる資格を満た
している設計共同体であること。
 単体企業
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）（以下「予決令」という。）第70条
及び第71条の規定に該当しない者である
こと。
 中部地方整備局（港湾空港関係を除
く。）における平成27・28年度建築関係建
設コンサルタント業務に係る一般競争
（指名競争）参加資格の認定を受けてい
ること。（会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法（平成
11年法律第225号）に基づき再生手続開
始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、中部地方整備局
長が別に定める手続に基づく一般競争参
加資格の再認定を受けていること。）
 会社更生法に基づき更生手続開始の申
立てがなされている者又は民事再生法に
基づき再生手続開始の申立てがなされて
いる者（の再認定を受けた者を除く。）
でないこと。
 参加表明書等の提出期限の日から見積
合わせの時までの期間に中部地方整備局
長から建設コンサルタント業務等に関し
指名停止の措置を受けていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する建設業者等又はこれに準ず
るものとして、国土交通省発注の建設コ
ンサルタント業務等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこ
と。
 建築士法（昭和25年法律第202号）第
23条の規定に基づく一級建築士事務所の
登録を行っていること。
※参加表明書及び企画提案書の提出時に
は、に掲げる一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていないものも参
加表明書及び企画提案書を提出すること
ができるが、選定通知の日までに当該資
格の認定を受けていなければならない。
なお、選定通知の日は別表の日を予
定する。

 設計共同体
に掲げる条件を満たしている者により
構成される設計共同体であって、「競争参加
者の資格に関する公示」（平成28年11月21日
付け中部地方整備局長）に示すところによ
り中部地方整備局長からＨ28名古屋第３国
税総合設計業務に係る設計共同体としての
競争参加者の資格（以下「設計共同体とし
ての資格」という。）の認定を受けている又
は申請を行っていること。なお、設計共同
体で参加する場合、管理技術者は設計共同
体の代表者から配置されていること。

２）競争の適正阻害
参加表明書を提出しようとする者の間に以
下の基準のいずれかに該当する関係がないこ
と（基準に該当する者の全てが、設計共同体
の代表者以外の構成員である場合を除く。）。
なお、上記の関係がある場合に、辞退する
者を決めることを目的に当事者間で連絡を取
ることは、中部地方整備局競争随意契約見積
心得第４条第２項の規定に抵触するものでは
ないことに留意すること。
ア 資本関係
以下のいずれかに該当する二者の場合。
ただし、子会社又は子会社の一方が更生会
社又は再生手続が存続中の会社等（会社法
施行規則第２条第３項第２号の規定による
会社等をいう。以下同じ。）である場合は除
く。
 親会社と子会社の関係にある場合
 親会社を同じくする子会社同士の関係
にある場合

イ 人的関係
以下のいずれかに該当する二者の場合。
ただし、については、会社等の一方が更
生会社又は再生手続が存続中の会社等であ
る場合は除く。
 一方の会社等の役員が、他方の会社等
の役員を現に兼ねている場合
 一方の会社等の役員が、他方の会社等
の管財人を現に兼ねている場合

ウ その他選定・特定手続の適正さが阻害さ
れると認められる場合
その他上記ア又はイと同視しうる資本関
係又は人的関係があると認められる場合

３）業務実施体制に関する要件
参加表明書に示される業務実施体制に関

し、次の事項に該当しないこと。
 再委託の内容が、主たる部分（総合的な
企画及び判断並びに業務遂行管理部分並び
に主たる分担業務分野（総合分野）のうち、
積算に関する業務を除く業務）の場合。
 建設工事に係る一般競争（指名競争）参
加資格認定を受けている企業、あるいは建
築・電気設備・機械設備等工事施工業者等
に再委託する事により、特定の企業・個人
に不当な利益を与え、又は不利益を及ぼす
と想定される場合。
 業務の分担構成が、不明確又は不自然な
場合。
 管理技術者及び主たる分担業務分野（総
合分野）の主任担当技術者が、参加表明者
及び企画提案書の提出者の組織に所属して
いない場合。
 管理技術者及び記載を求める各主任担当
技術者（総合、構造、電気設備、機械設備）
が、それぞれ１名となっていない場合。
 管理技術者が記載を求める各主任担当技
術者を兼任している場合。また、記載を求
める主任担当技術者が記載を求める他の分
担業務分野の主任担当技術者を兼任してい
る場合。
 構造分野、電気分野、機械分野において、
応募者の提出者又は再委託先の協力事務所
が、他の応募者の提出者の協力事務所と
なっている場合。
 再委託先である協力事務所が中部地方整
備局の建築関係建設コンサルタント業等一
般競争（指名競争）参加資格者である場合
には、当該協力事務所が指名停止期間中で
ある場合。
設計共同体の場合は以下を満たしている
こと。
・設計共同体は、各構成員が優れた技術を
有する分野を分担するものとし、必要以
上に細分化しないこと。
・管理技術者は、設計共同体の代表者に所
属していること。
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